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研究成果の概要（和文）：子ども虐待予防を目的とし、一定地域を対象にアクション・リサーチ

を実施した。方法：循環型モデルに基づき、ポピュレーションアプローチとリスクアプローチ

とを併用した。技法：①新開発のプレアセスメント・ツール２種類の活用による虐待予防対象

者の同定、②親を対象とする参加型「親役割学習」プログラムの試行を行った。結果：①乳幼

児全数 550 人の PACAP 回収率 90.9%,その内訳は「疑問」4.8%(24 人)と「普通」95.2%(476

人)で、子ども虐待予防の循環モデルと新ツールの有用性を実証した。②参加型「親役割学習」

は親の意識・行動変容に役立った。 

 
研究成果の概要（英文）：Purpose :To confirm the utility of the action research for child abuse 

prevention by using newly developed PACAP and USDT. Method:①Based on the Cycle 

Model, all pre-school children, their parents in island K and multiple health-related 

professionals participated in the action research. PACAP was administered to parents and 

USDT to those children who were suspected of maltreatment. ② Experimental group 

work with heterogeneous parents was carried out by a facilitator to let them learn the 

“parents’ role” . Results: ①The response rate of PACAP was 90.9%, in that 4.8%(24) of risk 

cases and 95.2%(476) of normal were identified by PACAP and USDT, so that the Cycle 

Model and newly developed pre-assessments tools were confirmed to be effective for child 

abuse prevention. ②Experimental group work of parents was useful to change their 

attitude. 
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１． 研究開始当初の背景 

（１）学術的背景:①国の内外における子ど 

も虐待予防への取り組みには歴史的変遷が
ある。New York Society for the Prevention 

of Cruelty for Children の創立（1874 年）は
子ども虐待予防の概念枠組みにおける子ど
もと家族・地域・環境の双方からの支援の必
要性を示していた。一方、Kemmpe, CH et al,

（1962 年）は虐待を受けている可能性の高
い［被虐待児症候群］を医学的に定義した。
しかし、1990 年代以降、概念は拡大し Child 

Maltreatment （「子どもへの不適切な関わ
り」）となり、虐待類型による対応が強調さ
れるようになっている。即ち、子ども虐待は
感染症とは異なり、「誰にも、何処でも、何
時でも」発生する可能性があり、①発生に関
わる子どもと保護者・家族・地域など生活環
境との力動的関係、②発達生態学の応用、③
早期発見のスクリーニング技法の開発とモ
デルの構築による支援者側のタイミングよ
い支援が求められている。 

（２）地域社会のニーズ：子ども虐待件数の
増加に歯止めがかからず、予防は焦眉の課題
である。目下の緊急課題は命が救える可能性
がある事例に適切に対応する第１次、第２次、
第３次予防である。法的に規定された「子ど
も虐待関連職種間や諸機関の連携とコミュ
ニケーション」は適切に機能していない。理
由は広い視野からみて①急激な社会・経済的
変化や社会的格差と子ども虐待発生との関
連性に関する認識の希薄さ、②縦割り行政と
分野・領域別教育による「子ども中心」の虐
待予防の共通理解の困難性、③現場に適用す
る技術的な発見・支援システムの開発・構築
の遅延などがある。 

（３）本研究の動機は日本版デンバー式発達

スクリーニング検査(JDDST)の標準化（上田、

1980）とその追跡研究から①急速なグローバ

ル化による生活様式の変化と子ども虐待発

生との関連，②発達スクリーニング方法・技

法の子ども虐待予防への応用の可能性に気

づいたことである。 

 

２．研究の目的 

（１）従来の虐待予防の限界を克服するため
にリスク・ストラテジーとポピュレーショ
ン・ストラテジーの枠組みから「子ども虐待
予防のサイクルモデル（図１）を考案し、①
新しく開発した２つのアセスメントツー
ル ： Pre-Assessment of Child Abuse 

Prevention( 略 称 PACAP) と Ueda’s 

Simplified Developmental Test(略称 USDT)

の適用による偽陽性率の低減，②関連職種間
に「連携」概念の形成促進、③定期的スクリ
ーニングによる循環型の早期発見・支援シス
テムを構築する。 
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図１ 子ども虐待予防のサイクルモデル 

 

（２）PACAP によってスクリーニングされ
た背景の違う異質な保護者グループを構成
し、参加型「親役割学習法」を実施すること
でレジリエンスを高める支援をする。 

（３）独創的なアセスメント技法（改訂）と
参加型学習プログラムのマニュアルを作成
し学術的・社会的に貢献する。 

 

3. 研究の方法 

（１） 研究者と子ども虐待予防関連職と共 

同で取り組むアクションリサーチであるが、
準実験法も活用し、調査と前向き参加型観
察・面接法である。①地域のニーズを予備調
査し、本調査は保護者を対象としてスクリー
ニング用 PACAP を実施し、②リスクを疑わ
れる場合に直接支援者（保育士・幼稚園教
諭・保健師など）が USDT を行ってリスク 

児を同定し、支援に連動する。 

（２）①PACAP 評価によって分けたリスク
群、相談希望群、対照群から有意抽出した異
質な背景の親グループを対象として「参加型
親役割学習プログラム」を実施し、その効果
を評価する。②PACAP 未回収者および集団
保育・教育を利用しない保護者を対象に訪問
調査を実施し、同時に「参加型親役割学習プ
ログラム」への参加を促す。 

（3）研究活動目標の共有 

 広義の子ども虐待予防と支援活動を目指
す「子育て支援研究会」を、子どもの支援に
関わる直接関連職種で構成し、重要な概念や
必要とする技法を学ぶ機会とする。年次毎の
報告書を作成し、関係機関・者に進捗状況を
報告する。 

（４）本研究・調査への参加者を含む地域一
般人を対象とし本研究結果の報告・シンポジ
ウムを開催し、実施者・被対象者の双方から
得られた情報を総合的に評価する。          

（５）研究結果に基づき研修マニュアルなど
を点検・改訂し、PACAP と USDT による新
しい子ども虐待予防の循環モデルの実用化
をはかる。 

（６）グローバルな視野から種々の地域特性
を勘案し、インターネット PACAP マニュア



 

 

ルを作成して試行し、実用化する。 

 

４．研究成果 

（１）潜在的ニーズの高い地域におけるニー
ズの顕在化：①予備調査から子ども虐待予防
の潜在的ニーズが高いことを確認し、直接関
係者と研究活動の共有のため、まず「子育て
支援研究会」を発足させた。次に、直接的支
援関連職種間のコミュニケーションと連携
の促進を目的に地域ネットワーク構築に向
け、順次に以下の会を組織し課題解決に取り
組んだ。②研修会、③講演会、④参加型親役
割学習会、⑤課題への対応作業部会（３つの
ワーキングチーム）：母子保健推進活動、親
役割学習会運営、ファッシリテータの養成な
ど、⑥研究活動目標の共有のために、年次毎
の報告書を作成した。⑦子育て支援活動報
告・評価会の開催、⑧インターネット PACAP

による遠隔相談・支援の試みなどであった。   

これらの地域ネットワーク構築の組織的
活動結果は①町行政の変化となり、平成 25

年度から母子保健推進員の増員（3 人から 9

人に）、②教育委員会の質的変化（乳幼児保
健・福祉活動や学校長会 10 人との連携）③
本研究会参加者の質的変化が促進され、親役
割学習会は「交流会」へ、母子保健推進員の
役割は PACAP を活用した第１次予防活動・
自主的運営による「子育て広場の開設」・「こ
んにわ赤ちゃん事業への参加」へと活動範囲
を拡大して展開することになった。 

 

（２） PACAP による潜在的ニーズの顕在 

化：①調査全対象人数に変化が生じた。人口
約 8500 人の対象地域 K島の特性を踏まえた
乳幼児および保護者と直接支援者を対象と
するPACAP調査結果は23年度全対象数538

人から 25 年度には 550 人に変化した。これ
は初期に入手できなかった情報が３年後に
は新たに活用できたからであり、町における
本活動関係者の子ども虐待予防認識の高ま
りを示唆していた。 

 

（３）PACAP による偽陽性率の低減 

 ①PACAPの最終回収率90.9%(500/550人)

は 23 年度 83.1%(447/538 人)より増加し 

た。未回収者には家庭訪問も含めて 3 回の調
査依頼をした結果であった。②PACAP の最
終評価結果は「普通」と「疑問」に判定され
るが、大部分は「普通」95.2% (476/500 人):

『普通 436 人＋偽陽性 40 人』であった。『疑
問』4.8% (24/476 人)は『リスク 15 人＋偽陰
性 9 人』であった。この結果は PACAP がリ
スク得点と適応得点の両方から評価するこ
とで、偽陽性 8.4%、40 人の低減に役立つこ
とを実証している。そして、これは実践の場
で受診者および早期発見・支援従事者の双方
に無駄な時間・エネルギー・負担を削減でき

ることを意味している。 

 

（4）未回収、偽陰性、訪問調査と対応 

① 23〜24 年度の未回収者を対象とした 25 

年度 PACAP 調査の結果、新たに 61 人が回
収された。②3 年間の偽陰性率は 1.8%(500

人中 9 人であった。③「真のリスク」「偽陰
性」『偽陽性』54 人を対象とする訪問調査か
ら「偽陰性」には親の離婚、無関心、拒否、
多忙、親の疾病、識字困難（外国人）などが
関与していた。これらの結果は未回収者の中
に子どもの問題が顕在化するまで放置する
ネグレクト型の存在する可能性を示唆して
いた。④PACAP『疑問』群および未回収群約
10%への今後の対応策として町行政が 25 年
度に母子保健推進員の増加を行った。本研究
計画の想定外であったが、母子保健推進員を
対象としてPACAPとUSDTを含む研修を行
い、第１次予防の役割を担い、見守り・支援
活動の開始に至った。 

 

（５）予防的「サイクルモデル」の有用性 

 子ども虐待予防の「サイクルモデル」に基
づき、23 年度の初回 PACAP 結果から「リス
ク」者を 3~6 ヶ月後に追跡し、6~12 ヶ月後
には「リスク」A 群と「偽陽性」B 群を対象
としそれぞれ 3 回目・２回目の追跡調査を実
施した。その結果：①「リスク」は PACAP

第１回目 16 人，（回収された 447 人中 3.6%）
であったが、第２回目に１人に減少し、第３
回目も１人であった。②B群では第１回目「偽
陽性」36 人であったが、転出者 5 人を除外し
た回収 31 人のうち第２回目は「リスク」0

人、「偽陽性」2 人に変化していた。これらの
結果は「サイクルモデル」が risk and 

population 戦略に役立ち、早期発見と支援に
有用であることを示唆していた。③同一対象
者の PACAP 評価の変化は「リスク児」に対
する直接支援者の家庭訪問、保育園など集団
生活での時宜をえた子どもと保護者への適
切な対応、および保護者の PACAP 記入を契
機とする子どもの日常生活への関心上昇が
関与していると推測された。 

 

（６）参加型親役割学習プログラムの成果 

 PACAP 調査結果から「疑問」、「普通：相
談あり」、「普通」に分類された背景の異なる
母親 10人を有意抽出してグループを構成し、
１週間間隔・連続 3 回の親役割学習プログラ
ムをファシリテーターによって運営した。参
加者の発言を逐語記録し、質的分析を行った。
その結果、①参加者は延べ 18 人であった。
②第１回〜３回の参加者の話題（課題）：１
回目は「子育てと仕事の両立、子どもの預け
方、父親の役割、保育園での親の交流、言葉
の発達と環境」など、２回目は「子育て悩み
の共通性と個別性、話すことによる負担感の



 

 

軽減、保育所利用の仕方、専業主婦の子育て
と迷い、障碍児の親の子育てと求めるサポー
ト、地域での集い・語れる場所、父親と子ど
もの関係」、３回目は「しつけと生活リズム、
保育所と保護者会の連携、健診会場での教育
の機会、祖父母の孫への関わり方、福祉と教
育の行政上の連携、核家族へのサポート」な
どであった。この過程は、第１段階でそれぞ
れの母親が子育て上に直面する疑問・不安を
振り返って話すことから開始し、第２段階で
他者の経験から学ぶことで新しい解決方法
を探り、第３段階として自ら計画を立てて実
行するという順で進行したが、結果として親
の適応能力を醸成し意識・行動変容を促進し
ていた。③参加者の態度の変化：このプログ
ラムに参加した親達は親役割の自覚と責任
感を認識し、「子育て交流会」の必要性を提
言し、今後の「地域での子育て」を前向きに
考え，提案・実行する組織として存続するこ
とになった。障碍児，県外・他島出身、複合・
核家族、家庭保育・集団保育など背景の違う
母親達は、意見交換で子育ての経験を共有し、
「親役割」の新しい学習をしたと推測される。
④参加者を対象にプログラム終了後に実施
した質問紙による評価結果は、３回合計で
「理解できた・だいたい理解できた」者は
94.4%(17/18 人)であった。 

 これらの結果は計画的に運営された参加
型親役割学習プログラムは地域での成人生
涯学習モデルとして有効であった。 

 

（７）「子どもの直接支援者」の研修成果 

 子ども虐待の概念は拡大された。不適切な
養育（虐待類型：身体的、性的、放任、心理
的を含む）と定義されるようになり、予防が
第１である。しかし、本研究会開催初期に会
員を対象とした予備調査で広義の子ども虐
待の定義を理解していない者もあったので、
対応策として 23 年度に子ども虐待関連多職
種・機関に属する者を対象に「子ども虐待予
防の共通認識と連携」を目的に研究会 6 回・
研修会 2回とそれに伴うグループワークを開
催した。以下は研修会１・2 回の実施による
学習効果である。 

第１回目講演テーマは「子どもの発達の見方
と支援：USDT」であり、終了後にグループ
ワークを実施、その後に自由記述を求めて、
KJ 法による質的分析を行った。その結果、
参加者 41 人から４つのカテゴリー（成長・
発達の理解、子どもの行動評価の視点、親と
の関わり、視野の拡大）、17 のサブカテゴリ
ーが抽出された。②第２回目の講演テーマは
「親と子どもの発達と支援」であった。参加
者 27名のうち質問紙回収は 19人であったが、
上記と同じ方法・技法で回答を分析した結果、
４つのカテゴリー（養育環境確認の意味、自
己学習の動機づけ、親支援の方法、地域での

継続的支援）、8 つのサブカテゴリーに分類さ
れた。これらの結果は参加者が受講後のグル
ープ討議によって、各関連職種・機関の特色
を知り、子ども虐待予防の理解を深め、視野
を拡大し、相互連携意識の向上に至ることを
実証していた。また、子ども虐待予防には関
連職者に共通するアセスメント（PACAP と
USDT）と、それに連動する支援方法の知識・
技術を学ぶプログラムの提供を求める潜在
的ニーズのあることを示唆していた。 

 

（８）アクションリサーチ報告・評価会 

 目的は 3年間にK町で展開した子ども虐待

予防のアクションリサーチを関連職者と町

民を対象に報告し、同時に参加者による討論

によって本研究活動を評価するプログラム

の実施であった。主催は沖縄県立看護大学 K

町子育て研究会と役場、共催は K 町教育委員

会であった。①プログラム内容は３年間の活

動報告、シンポジウム：「３年間の子育て支

援研究活動の実際—新たな縦・横のつながり」

であり、代表者（○保健看護福祉：保健師、

栄養士、保育士、○教育機関：養護教諭、幼

稚園教諭、○保護者：母親、）が順にそれぞ

れの立場から今回の活動への参加による新

しい学習、経験、提言などを述べた。②コメ

ントは○副町長、○教育長、○公立病院医師、

○歯科医師からあった。③自由討論では活発

な意見交換があり、民生委員、小学校長、助

産師などから本活動への肯定的発言、および

予防的見地から地域で支援を要する保護

者・子どものためにコミュニケーションと連

携を求める新たな組織作りの提言があった。 

 

（９）３年間における町民の意識の変化 

 評価会の終了時に参加者全員を対象に本

研究活動の総合的評価を質問紙法によって

実施した。 

 ①質問紙調査結果：質問紙配布数 42 部、

回収数 28 部、回収率 66.7%であったが、そ

の主なる結果は以下のようであった。 

○ 知識：「子育ての不適切な者には住民も 

連携して対応する必要がある」に賛成 96.4% 

(27/28 人)、○活動：「3 年間の活動内容」は

理解できた 46.4%(13/28 人), だいたい理解

できた 53.6%(15/28 人)，理解できない０人、

○シンポジウムの内容：理解できた

64.3%(18/28 人 ) 、 だ い た い 理 解 で き

35.7%(10/28 人)、理解できない０人であった。

すなわち、知識に関する回答の殆どは「子育

ての不適切な者」に専門家だけではなく、地

域住民も連携して対応する必要があると回

答していたことに注目したい。活動内容を理

解できなかった者やシンポジウムの内容な



 

 

どを理解できなかった者もなかった。②子ど

も虐待予防関連職種と地域住民意識の変

化：質問紙の最後に求めた「感想・意見」の

内容に否定的なものは全くなかった。 

 これらの結果は 3年間のアクションリサー

チが少なくとも報告・評価会に出席し、地域

の発展に関心の高い指導的立場にある大部

分の出席者に理解されたと考えられる。感

想・意見の中には建設的な提言も多くあった。

例えば、“「子育て環境づくり」を乳幼児期だ

けでなく高校生まで範囲を広げること”、“今

後は教育委員会と町の福祉課が協力して今

回の「子育て支援活動」を引継ぎ、町独自で

「子育て支援体制づくり」をしていく必要性

を痛感、今回の取組への感謝”の表明などで

あった。また、“素晴らしい取組だと思う。

継続した取組となることを期待する”との意

見もあった。さらに、行政職の立場から“町

内の関連機関との連携をとり、子育て支援の

ため「子育て交流会の場」を充実させること

が大切だと思った”などの意見もあり、これ

らの内容は意識の変化を示していた。参加住

民は自らの課題として広い意味の「子ども虐

待予防」に取り組む意欲を示し、住民の意

識・行動は３年間で確実に変化したと言えよ

う。 

 

（１０）報告書の作成 

 年度毎に作成された研究活動の進捗状況

報告書は子ども虐待関連多職種者・関連機関

の間で研究活動目標の共有に役立ち、子ども

中心のコミュニケーションと連携に役立っ

た。 

 
（1１）インターネット PACAP 開発と試行 

  PACAP は専用質問紙に乳幼児の保護者
が回答し、子ども虐待関連職などの実施者が
リスク得点と適応得点を算出してデータを
入力した後、一定のカットオフ基準に基づい
て支援の必要性を評価する。この方法では、
実施者のおかれた状況よって入力や送信の
遅延、入力や得点算出の祭の誤りも起こりう
る。そこで、実施者・被対象者の双方への労
力・時間・経済的負担を少なくする方法とし
てインターネット PACAP の開発を行って、
試行した。 

 結果、①利用においては保護者自身が入力
する場合とインターネットや PC になれてい
ない保護者が実施者の協力を得て入力する
場合があり、いずれの場合にも対応できるよ
うにシステムの利用方法を説明した利用マ
ニュアルを作成した。参加者５人のプレテス
トでは全員がマニュアルを用いてサポート
を必要とすることなくインターネット
PACAP に回答することができた。②大都市

近郊の保育園保護者を対象とし、評価方法改
良によるインターネット PACAP マニュアル
を活用した調査を行い、その結果これが実用
的に有効であることが確認された。 
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